
① 地域生活支援拠点等の整備数（全国1,741市町村の状況）

② 整備類型について（令和４年４月１日時点整備済み1,048市町村の状況）

（課題等） 整備にあたって、備えるのが困難な機能として、「専門的人材の養成・確保」「緊急時の受入・対応」との回答が多くあった。

地域生活支援拠点等の全国の整備状況について（令和４年４月１日時点）

○ 地域生活支援拠点等の全国の整備状況について、令和４年４月１日時点で、1,048市町村において整備されている。
（全国の自治体数：1,741市町村）

※ 障害福祉課調べ

多機能拠点整備型 ３７市町村 （ 3.5％）

面的整備型 ９２９市町村 （88.6％）

多機能拠点整備型＋面的整備型 ８１市町村 （ 7.7％）

その他の整備類型 １市町村 （ 0.1％）

平成28年
９月１日
時点で
整備済み

平成29年
４月１日
時点で
整備済み

平成30年～令和２年度 令和３年～令和5年度年度 令和６年～

20市町村 37市町村
第５期障害福祉計画
各市町村又は各障害保健福祉圏域に

少なくとも１カ所の整備

第６期障害福祉計画
各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等

を確保しつつ、その機能の充実のため、年1回以上運用
状況を検証及び検討する

第７期
障害福祉計画

（＊検討中）

法改正によりR6年度より整備の努力義務化

令和３年４月１日時点で整備済み
921市町村（52.9％）

（圏域整備：118圏域 501市町村）

令和４年４月１日時点で整備済み
1,048市町村（60.2％）

（圏域整備：136圏域 562市町村）

＊社会保障審議会障害者部会：基本指針を協議中
令和８年度末迄の成果目標案（令和5年2月時点）

・各市町村において地域生活支援拠点等を整備す
るとともに、コーディネーターの配置などによ
る効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構
築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を
踏まえ運用状況の検証・検討を行うこと



地域生活支援拠点等の都道府県ごとの整備状況（市町村数及び割合）

地域生活支援拠点等の人口規模ごとの整備状況（市町村数及び割合）

令和4年4月1日までに整備済み 278（52.8％）

令和4年4月1日までに整備済み 410（59.2％）

令和4年4月1日までに整備済み 146（60.3％）

令和4年4月1日までに整備済み 181（74.5％）

令和4年4月1日までに整備済み 32（88.9％）



○ 地域生活支援拠点等は、地域生活の安心の確保を図るための緊急時の短期入所の受入体制の整備とともに、入所施設
や病院から地域移行を推進するための地域移行のニーズの把握や体験利用につなげる役割が重要。

○ 法令上の努力義務化の検討とあわせ、中心的役割を担うコーディネーターの配置の促進や、スキルアップや養成に向けた
方策を検討。あわせて、効果的な支援体制を確保する観点から、基幹相談支援センター等の関係機関との整理を検討。

地域生活支援拠点等の整備・機能の充実（検討の方向性）

保健・医療

当事者サービス事業者

子育て支援

相談支援事業者

市町村（自立支援）協議会等

企業・就労支援

高齢者介護

行政機関

障害者相談員

民生委員

学校

宅建業者

都道府県（後方的支援）

（都道府県の役割）
・ 整備状況の把握・共有
・ 未整備自治体への働きかけ
・ 整備、運営に関する研修会等の開催
・ 管内市町村の好事例の紹介

体験の機会・場

緊急時の受け入れ・対応

地域の体制づくり

相談（緊急時の相談、支援対象者の把握）

専門的人材の確保・養成

相談支援事業所
（基幹・委託・指定特定/一般/障害児）

日中活動サービス事業所

グループホーム
障害者支援施設
宿泊型自立訓練

短期入所
訪問系サービス

多機能拠点整備型や面的整備型など
地域の実情に 応じて整備

地域生活支援拠点等

市町村（整備主体）

拠点コーディネーター

（市町村の役割）
① 支援者の協力体制の確保・連携
② 拠点等における課題等の把握・活用
③ 必要な機能の実施状況の把握・施策の検討

地域課題の把握、拠点の機能の評価・充実（ＰＤＣＡサイクル）

※拠点コーディネーターは、主に、基幹相談支
援センターや相談支援事業所等に配置
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地域生活支援拠点等の趣旨・期待される役割等（イメージ）

重度化・高齢化への対応や、親亡き後に備えるとともに、障害者等の入所施設
や病院からの地域移行を進めるため、地域の生活で生じる障害者等やその家族
の緊急事態に対応を図り、安心して生活することができる地域体制の構築

地域生活における
安心の確保

地域生活への
移行・継続の支援

①相談（緊急時の相談・事前の支援対象者（※）の把握）

②緊急時の受け入れ・対応
※特に、重度障害、医療的ケア等が必要なため、受入が難しく支援が必要な者

③体験の機会・場の確保 ※親元からの自立、施設・病院からの地域移行ニーズの把握・利用へつなげる

④専門的人材の確保・養成 ※グループホームや短期入所等における重度障害・医療的ケア等に対応できる人材

⑤地域の体制づくり

※拠点等には、特に、既存のサービス・体制のみでは対応が難しく、市町村が中心となって有機的な連携
体制の構築も含め対応が必要となる機能の整備が期待される

背景・趣旨

期待される役割

備えるべき機能

第125回（R4.3.11)社会保障審議会障害者部会 資料
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成果目標③－１ 地域生活支援の充実に関する目標について

〇 障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、緊急時の対応や施設等からの地域移行を支援する地域生
活支援拠点等の整備を推進。第６期障害福祉計画期間中に、1,741市区町村のうち、1,425市区町村（複数の
市町村による共同整備含む。）において地域生活支援拠点等の整備が行われる見込み。（令和４年４月１日時
点）

〇 各市町村又は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運
用状況を検証、検討することを基本としているが、令和３年度の実施は618市町村（拠点等を整備している自治体
の57.9％）にとどまっている状況がある。

○ 令和４年の障害者総合支援法改正により、令和６年４月から、地域生活支援拠点等について、法律上に明記す
るとともに、市町村における整備を努力義務化し、また、都道府県による市町村への広域的な支援の役割も明記。

現 状

○ 障害者の地域生活への移行の支援及び地域生活支援の充実を図るため、各地域で地域生活支援拠点等の
整備を進めることが必要。また、コーディネーターを配置して、地域の支援ニーズの把握、社会資源の活用、関係
機関の連携等を進め、効果的な支援体制を構築するなどにより、その機能の強化を図ることが必要。さらに、地
域のニーズを踏まえた必要な機能が備わっているか、PDCAサイクルを通じて改善を図っていくことが必要。

○ これらを進めるため、以下の成果目標を設定してはどうか。

【成果目標（案）】
○ 令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を整備（複数市町村による共同
整備も可能）するとともに、その機能の充実のため、コーディネーターを配置するなどにより効果的な
支援体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証及び検討する
ことを基本とする。

成果目標（案）
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○ 都道府県との連携
・ 研修会等の開催
・ 人材の確保・養成
○ 関連計画との調整
・ 介護保険事業計画
・ 地域福祉計画
○ 事例検討会議
・ セミナー・シンポジウムの活用
・ 住民参画
○ 関連施策との調整
・ 介護、児童施策等との調整

○ 全体の課題等の共有
・ 関係者等の協働による方向
性・対応策の検討
・ 地域の共通課題や好取組の
共有

⇒ 整備（運営）方針の策定
（※ 障害福祉計画に留意）

○ 障害児者のニーズ
○ 地域、社会資源、支援者（専門職の数、資質）、必
要な機能（連携・ネットワーク）の課題
○ 地域資源の現状・発掘
○ 支援者リーダーの検討・協力
⇒ 官民協働・住民互助の構築を図る。

○ 拠点等を運営する上での課題の共有
・ 拠点等の意義の説明
・ 関係機関、専門職の役割の認識
⇒ 拠点等の理解促進・普及啓発を進めるとともに、関
係機関、人材の有機的な結びつきの強化を図る。

○ 拠点等の整備類型や整備（運営）方針の検討
・ ニーズ（調査）、課題等の把握
・ 関係者ヒアリング
・ 事業所・関係機関の協力関係の構築
⇒ 必要な機能の組み合わせ方や強化・充実、付加機
能の検討も踏まえ、目指すべき整備方針を検討。

地域生活支援拠点等の整備、必要な機能の強化・充実のプロセス（イメージ）

ＰＤＣＡサイクル

必
要
な
機
能
等
の
量
や
質
、
優
先
度
の
分
析

課題や社会資源等の状況把握

○ 地域生活支援拠点等の整備にあたっては、地域アセスメントを十分に行い、支援者・関係者が一体となって整備するとともに、
整備後も地域のニーズ・課題に応えられているか、必要な機能の水準や充足について、ＰＤＣＡサイクルの視点で、継続的に検
証・検討を行う必要がある。
⇒ 必要な機能等の強化・充実を図ることで、地域生活支援体制の推進につながる。

協議会等の活用

地域の課題等の把握（地域アセスメント）や
社会資源の現状把握・発掘

関係者への研修・説明会の開催

支援者・関係者における
方向性・対応策の決定

協議会等

整備（運営）方針の留意点等

整
備
、
必
要
な
機
能
等
の
強
化
・充
実

地域生活支援体制の推進

支援者・関係者における
整備等の内容の評価

○ 整備類型や整備（運営）方針が適切か
⇒ 地域の規模や範囲に即しているか。

○ 必要な機能の充足度が十分か
⇒ 地域の実態を踏まえているか。

○ 地域の課題や支援困難事例への対応
⇒ 「地域の体制づくり」が機能しているか。

協議会等

協
議
会
等
の
合
意

○ 見直すべき内容や、強化・充実すべき
機能がある場合、いつまでに何をどのよ
うに改善するか
⇒ 現状（短期）と将来（中長期）の見通し
（新たな課題等）を踏まえて、議論する。

※ 取組情報の公表（普及・啓発）がされて
いるか留意。

協議会等

支援者・関係者における
方向性・対応策の改善

必
要
な
機
能
等
の
具
体
的
な
検
証

平成３１年３月２８日付け厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課事務連絡
「地域生活支援拠点等の整備促進に係るフォローアップについて」の別添資料



39

STEP１
• 「拠点等に期待される役割」の認識の共有・確認

STEP２

• 地域生活における安心の確保、地域生活への移行・継続の
支援を図るため利用者等からのニーズの適切な把握

STEP３
• 評価指標を活用した機能の実施状況の自己評価

STEP４
• 協議会への報告と利用者・関係者等による評価の実施

STEP５

• 協議会等による評価を踏まえた不足する施策の検討・提
案・実施

地域生活支援拠点等の機能の検証・検討の流れ

令和3年度 障害者総合福祉推進事業
「地域生活支援拠点等の運営実態の検証と効果的な機能の評価指標の開発」より抜粋して松崎作成



１－②
１－③

○ 基幹相談支援センターは、相談支援に関する業務を総合的に行うことを目的とする施設として、平成24年から法律で位置づけられたが、設置市町村

は半数程度にとどまっている。

○ 障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設等からの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等の整備を平成27年から推進し

てきたが、約５割の市町村での整備に留まっている。※令和３年４月時点整備状況(全1741市町村) 地域生活支援拠点等:921市町村(53％),基幹相談支援センター:873市町村(50％)

○ 市町村では、精神保健に関する課題が、子育て、介護、困窮者支援等、分野を超えて顕在化している状況。また、精神保健に関する課題は、複雑多

様化しており、対応に困難を抱えている事例もある。 ※自殺、ひきこもり、虐待等

○ 基幹相談支援センターについて、地域の相談支援の中核的機関としての役割・機能の強化を図るとともに、その設置に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域生活支援拠点等を障害者総合支援法に位置付けるとともに、その整備に関する市町村の努力義務等を設ける。

○ 地域の協議会で障害者の個々の事例について情報共有することを障害者総合支援法上明記するとともに、協議会の参加者に対する守秘義務及び関係機関による協議

会への情報提供に関する努力義務を設ける。

○ 市町村等が実施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に課題を抱える者（※）も対象にできるようにするとともに、これらの者の心

身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることを明確化する。また、精神保健福祉士の業務として、精神保健に課題を抱える者等に対する精神保健に

関する相談援助を追加する。 ※ 具体的には厚生労働省令で定める予定。

現状・課題

都道府県（管内市町村における整備や機能の充実に向けた広域的な支援）

③協議会（個別事例を通じた地域課題の共有、地域の支援体制の整備に向けた協議の場）

①基幹相談支援センター
（地域の相談支援の中核機関）

守秘義務を設ける

地域の障害者・精神保健に関する課題を抱える者の支援体制の整備

見直し内容

本人・家族等の支援に向けた体制整備のイメージ

地域移行の推進
（体験の機会・場）

※複数の事業者が連携するなど
地域の実情に応じて整備

（地
域
生
活
の
緊
急
時
対
応
や
地
域

移
行
を
推
進
す
る
サ
ー
ビ
ス
拠
点
）

②
地
域
生
活
支
援
拠
点
等

市町村（①～③の整備・設置主体）

拠点コーディネーター

※本人や家族等からの相談

障害者

相談支援事業者 サービス事業者

整備を努力義務化

日常的な相談 日常的な支援

相談支援事業者への支援
（助言・指導等）

設置を努力義務化 連携

緊急時の相談・対応

主任相談支援専門員等

総合相談
専門相談

関係機関との
連携の緊密化

支援 相談 サービス利用
計画策定等
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（自立支援）協議会の概要
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• （自立支援）協議会は、地域の関係者が集まり、地域における課題を共有し、その課題を踏まえて、地域

のサービス基盤の整備を進めていくこと及び関係機関等の連携の緊密化を図る役割を担うべく整備がすす

められてきた。

• その役割が重要であるにも関わらず法律上の位置付けが不明確であったため、障害者自立支援法等の一部

改正により、平成24年４月から、自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化を図るため、法定

化された。

• 平成25年4月の障害者総合支援法の施行により、自立支援協議会の名称について地域の実情に応じて定め

られるよう弾力化するとともに、当事者及びその家族の参画が明確化された。

経緯

• （自立支援）協議会の設置は、地方公共団体（共同設置可）の努力義務規定。（法第89条の３第１項）

• 都道府県及び市町村は、障害福祉計画を定め、又は変更しようとする場合、あらかじめ、（自立支援）協

議会の意見を聴くよう努めなければならないとされている。（法第88条第９項、第89条第７項）

• 設置状況（R4.4月時点） 市町村: 1,698自治体(設置率約98％) ※協議会数: 1,214箇所

都道府県: 47自治体(設置率100％)

概要



市町村協議会の主な機能
（自立支援）協議会は、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明らかになった本人・家族・地域
の課題を共有し、その課題を踏まえて地域のサービス基盤の整備を着実に進めていく役割を担っている。

・地域における障害者等への支援体制に関する課題の共有

・地域における相談支援体制の整備状況や課題、ニーズ等の
把握

・地域における関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善
等に向けた協議

・地域における相談支援従事者の質の向上を図るための取組

・個別事例への支援のあり方に関する協議、調整

・ 地域における課題等について都道府県協議会への必要に
応じた報告

・市町村から障害者相談支援事業の委託を受ける事業者が作
成する事業運営等の評価

・基幹相談支援センターの設置方法や専門的職員の配置に関
する協議、事業実績の検証

・障害者虐待の未然の防止、早期発見・早期対応に向けた体
制構築に関する協議

・市町村障害福祉計画の進捗状況の把握や必要に応じた助言

・専門部会等の設置、運営 等

市町村協議会の主な機能
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事
務
局
会
議

専門部会（設置例）

協議会の構成イメージ例

本人（家族）

参
画 福祉サービ

ス事業者

医療

地域保健近隣住民

相談支援

個別支援会議
サービス担当者会議

事務局機能

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十九条の三第一項に

規定する協議会の設置運営について」（平成25年3月28日 障発0328-8）

事例
の報
告等

行政機関
就労支援

機関

企業

個別の支援でのネットワーク
（以下の図は成人期の例）

自宅・職場・地域等
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都道府県協議会の主な機能

43

都道府県自立支援協議会は、都道府県全域の障害者等への支援体制の整備に向け、主導的役割を担う協議の場として
設置されるもの。

・都道府県内における障害者等への支援体制に関する課題の共有

・都道府県内における相談支援体制の整備状況や課題、ニーズ等
の把握(市町村協議会ごとの課題、ニーズ等を含む。)

・都道府県内における関係機関の連携強化、社会資源の開発・改
善等に向けた協議 ・ 相談支援従事者の人材確保・養成方法(研修
のあり方を含む。)の協議

・管内市町村が実施する基幹相談支援センター等機能強化事業の
評価・助言

・都道府県相談支援体制整備事業によって配置するアドバイザー
の職種や人員等に関する協議

・障害者虐待の未然の防止、早期発見・早期対応に向けた体制構
築に関する協議

・都道府県障害福祉計画の進捗状況の把握や必要に応じた助言

・ 専門部会等の設置、運営 等

※ 都道府県協議会は、上記の機能を果たすに当たって、市町村協
議会から報告のあった課題等に留意すること。

都道府県協議会の主な機能

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第八十九条の三第一項に

規定する協議会の設置運営について」（平成25年3月28日 障発0328-8）

実施要綱

目的 都道府県に、相談支援に関するアドバイザーを配置し、地域のネットワーク構築
に向けた指導・調整等の広域的支援を行うことにより、地域における相談支援体制の
整備を推進することを目的とする

事業内容
・地域のネットワーク構築に向けた指導、調整
・地域で対応困難な事例に係る助言等
・地域における専門的支援システムの立ち上げ援助
例：権利擁護、就労支援などの専門部会
・広域的課題、複数圏域にまたがる課題の解決に向けた体制整備への支援
・相談支援従事者のスキルアップに向けた指導
・地域の社会資源（インフォーマルなものを含む）の点検、開発に関する援助等

アドバイザー
・地域における相談支援体制整備について実績を有する者
・相談支援事業に従事した相当期間の経験を有する者
・社会福祉など障害者支援に関する知識を有する者

留意事項
都道府県が設置する協議会において、配置するアドバイザーの職種
や人員等について協議すること。

都道府県相談支援体制整備事業の概要


